
令 和 3 年 度

事 業 計 画

予 算

資 金 計 画

名 古 屋 市 土 地 開 発 公 社



令和3年議案第1号

１ 公有地取得事業

２ 附帯等事業

・ 保有土地の有効活用を図るため、駐車場等の一時貸付を行う。

令和3年2月12日提出

26,915.84

・

区　　分 金　額（千円）

処　　分

区　　分 面　積（㎡）

3,419

電柱等貸付

3,413駐車場貸付

6

保有土地の定期巡回を実施するなど、適切な管理を行う。

令和3年度名古屋市土地開発公社事業計画

　令和3年度名古屋市土地開発公社の事業計画は、次に定めるところによる。

・

期中の買戻し収入による借入金の繰上償還などにより、支払利息の軽減に努める。・

鈴 木 峰 生

名古屋市土地開発公社

理事長

金　額（千円）

2,788,906

名古屋市からの依頼に基づき先行取得した、勅使ヶ池墓園先行取得用地始め5事業

用地の処分を行う。

計
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　（総　則）

第１条  令和3年度名古屋市土地開発公社の予算は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　入

1

1

2

3

4

2

1

2

3

1

2

支　出

1

1

2

3

2 1

3 1

附 帯 等 事 業 原 価

販売費及び一般管理費

項

販売費及び一般管理費

公有地取得事業原価

支 払 利 息

事 業 外 収 益

事 業 原 価

収 入 合 計

23,587

1

2,833,057

599

23,586

雑 収 益

款

そ の 他 の 特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益

予定額（千円）

特 別 利 益

令和3年度名古屋市土地開発公社予算

款 項 予定額（千円） 備　考

2,808,868事 業 収 益

2,788,906

附 帯 等 事 業 収 益

受 取 利 息

3,419

5,216

11,327

3

602

公有地取得事業収益

借入金支払利息収益

事 務 費 収 益

備　考

前期繰越準備金取崩益

764

11,327

2,788,906

2,800,997

31,060

令和3年議案第2号

予 備 費

-              

2,833,057

1,000

支 出 合 計

収 入 支 出 差 額

予 備 費
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　（資本的収入及び支出）

第３条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　入

1 1

支　出

1 1

　（一時借入金）

第４条　 一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

　（支出予算の流用）

第５条 　

ることができることと定める。

令和3年2月12日提出

名古屋市土地開発公社

理事長 鈴 木 峰 生

支出予算の各項に計上した経費の金額は、同一款内の各項の間でこれを流用す

（資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,400,000千円は、損益勘定留保資金で

補てんするものとする。）

資 本 的 収 入

2,400,000資 本 的 支 出

款

備　考

備　考

款 項

2,400,000

償 還 金

支 出 合 計

予定額（千円）

借 入 金

-              

-              

項

収 入 合 計

予定額（千円）
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令和3年議案第3号

　令和3年度に名古屋市土地開発公社が実施する資金計画は、次に定めるところによる。

令和3年2月12日提出

117,453

名古屋市土地開発公社

理事長

支 払 利 息

2,400,000

3

-                       

賞 与 引 当 金 繰 出 額 997

差 引 （ 現 金 及 び 預 金 ）

借 入 金

償 還 金

26,516

1

3,143,677支 払 資 金

764

11,327

附 帯 等 事 業 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息

雑 収 益

特 別 利 益

前 年 度 未 払 費 用

準 備 金 取 崩 額

前 年 度 未 払 金

700,000

予 備 費 1,000

3,018

55

前 年 度 繰 越 金

599

鈴 木 峰 生

令和3年度名古屋市土地開発公社資金計画

区 分

公 有 地 取 得 事 業 収 益

借 入 金 支 払 利 息 収 益

3,261,130

2,788,906

5,216

3,419

予 定 額 （ 千 円 ）

受 入 資 金

事 務 費 収 益

附 帯 等 事 業 収 益

11,327

451,659
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余　　白
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（参考）
名古屋市土地開発公社

（単位：千円）

１ 事　業  収　益

（１）公有地取得事業収益 2,367,721

（２）借入金支払利息収益 （注１） 11,284

（３）事 務 費 収 益 （注２） 7,581

（４）附 帯 等 事 業 収 益 5,373 2,391,959

２ 事　業  原　価

（１）公有地取得事業原価 2,367,721

（２）支 払 利 息 （注３） 11,284

（３）附 帯 等 事 業 原 価 844 2,379,849

12,110

３ 販売費及び一般管理費

（１）販売費及び一般管理費 27,946 27,946

15,836

４ 事　業　外　収　益

（１）受 取 利 息 6

（２）雑 収 益 577 583

15,253

５ 特　別　利　益

（１）そ の 他 の 特 別 利 益 （注４） 15,253 15,253

0

令和2年度予定損益計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

事 業 損 失

事 業 総 利 益

経 常 損 失

当 期 純 利 益

●印刷物は、予定貸借対照表のみ印刷する。

●予定損益計算書の印刷は、次のシート（提出用）を使用する。

※

益計算書を次のシートに作成した。
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名古屋市土地開発公社

（単位：千円）

１ 流  動  資  産

（１）現 金 及 び 預 金 451,659

　　（２）公   有　 用   地（２）公 有 用 地 5,213,301

5,664,960

２ 固  定  資  産

（１）投 資 そ の 他 の 資 産

ア　基 本 財 産 見 合 預 金 20,000

20,000

5,684,960

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令和2年度予定貸借対照表

資  産　の　部

（令和3年3月31日）

固 定 資 産 合 計
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１ 流  動  負　債

（１）未 払 金 3,018

（２）１年以内返済予定の 2,400,000
長 期 借 入 金

（３）未 払 費 用 55

（４）預 り 金 160

（５）賞 与 引 当 金 997

2,404,230

２ 固  定  負　債

（１）長 期 借 入 金 1,700,000

（２）退 職 給 付 引 当 金 14,906

1,714,906

4,119,136

１ 資　　本  　金

（１）基 本 財 産 20,000

20,000

２ 準    備    金

（１）前 期 繰 越 準 備 金 （注４） 1,545,824

（２）当 期 純 利 益 0

1,545,824

1,565,824

5,684,960

資 本 合 計

準 備 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

負  債  の  部

負 債 合 計

資  本  の  部

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 金 合 計
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個別注記事項

重要な会計方針
　たな卸資産の評価方法及び評価基準
　　公有用地････････個別法による原価法

　賞与引当金の計上基準
　　賞与引当金として計上する額は、次期6月に支給する期末・勤勉手当の支給見込額のうち、
　　当期負担分相当額です。

　退職給付引当金の計上基準
　　退職給付引当金として計上する額は、当期末に公社固有職員が退職する場合の期末要支給
　　額相当額です。

財務諸表に関する注記
（損益計算書関係）

注３ 支払利息は、借入金支払利息収益に対応する支払利息です。

（貸借対照表関係）
注４

注１

注２

借入金支払利息収益とは、名古屋市依頼分公有用地にかかる借入金支払利息のうち、用地
原価に算入せず単年度精算することにより、名古屋市から収入する支払利息相当額です。

事務費収益とは、名古屋市依頼分にかかる年度当初公有用地保有高に応じて名古屋市から
収入する事務費相当額です。

本年度予定される当期純損失に充てるため、前期末準備金1,561,077千円のうち15,253千
円を取り崩し、本年度の収入（特別利益）に計上しています。
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名古屋市土地開発公社

（単位：千円）

１ 事　業  収　益

（１）公 有 地 取 得 事 業 収 益 2,788,906

（２）借 入 金 支 払 利 息 収 益 （注１） 11,327

（３）事 務 費 収 益 （注２） 5,216

（４）附 帯 等 事 業 収 益 3,419 2,808,868

２ 事　業  原　価

（１）公 有 地 取 得 事 業 原 価 2,788,906

（２）支 払 利 息 （注３） 11,327

（３）附 帯 等 事 業 原 価 764 2,800,997

7,871

３ 販売費及び一般管理費

（１）販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 31,060 31,060

23,189

４ 事　業　外　収　益

（１）受 取 利 息 3

（２）雑 収 益 599 602

22,587

５ 特　別　利　益

（１）前 期 損 益 修 正 益 1

（２）そ の 他 の 特 別 利 益 （注４） 23,586 23,587

６ 予　　備　　費

（１）予 備 費 1,000 1,000

0

令和3年度予定損益計算書

事 業 総 利 益

事 業 損 失

経 常 損 失

当 期 純 利 益

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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名古屋市土地開発公社

（単位：千円）

１ 流  動  資  産

（１）現 金 及 び 預 金 （注５） 117,453

　　（２）公   有　 用   地（２）公 有 用 地 2,424,395

2,541,848

２ 固  定  資  産

（１）投 資 そ の 他 の 資 産

ア　基 本 財 産 見 合 預 金 20,000

20,000

2,561,848資 産 合 計

（令和4年3月31日）

      資  産　の　部

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

令和3年度予定貸借対照表
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１ 流  動  負　債

（１）未 払 金 3,018
 

（２）１ 年 以 内 返 済 予 定 の 1,700,000
長 期 借 入 金

（３）未 払 費 用 55

（４）預 り 金 160

（５）賞 与 引 当 金 1,002

1,704,235

２ 固  定  負　債

（１）退 職 給 付 引 当 金 15,375

15,375

1,719,610

１ 資　 本　　金

（１）基 本 財 産 20,000

20,000

２ 準    備    金

（１）前 期 繰 越 準 備 金 （注４）（注５） 822,238

（２）当 期 純 利 益 0

822,238

842,238

2,561,848

資 本 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

負  債  の  部

準 備 金 合 計

資  本  の  部

資 本 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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個別注記事項

重要な会計方針
　たな卸資産の評価方法及び評価基準
　　公有用地････････個別法による原価法

　賞与引当金の計上基準
　　賞与引当金として計上する額は、次期6月に支給する期末・勤勉手当の支給見込額のうち、
　　当期負担分相当額です。

　退職給付引当金の計上基準
　　退職給付引当金として計上する額は、当期末に公社固有職員が退職する場合の期末要支給
　　額相当額です。

財務諸表に関する注記
（損益計算書関係）

注３ 支払利息は、借入金支払利息収益に対応する支払利息です。

（貸借対照表関係）
本年度予定される当期純損失に充てるため、前期末準備金1,545,824千円のうち23,586千
円を取り崩し、本年度の収入（特別利益）に計上しています。

注５ 前期末準備金1,545,824千円のうち700,000千円を取り崩し、名古屋市に還元します。

注１

注２

注４

借入金支払利息収益とは、名古屋市依頼分公有用地にかかる借入金支払利息のうち、用地
原価に算入せず単年度精算することにより、名古屋市から収入する支払利息相当額です。

事務費収益とは、名古屋市依頼分にかかる年度当初公有用地保有高に応じて名古屋市から
収入する事務費相当額です。
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